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○流 域 面 積：852km2 ○幹 川 流 路 延 長：約46km

○直 轄 管 理 区 間：狩野川24.9km 黄瀬川2.7km 大場川2.6km

来光川1.5km 柿沢川0.9km 柿田川1.2km

放水路3.0km

○流 域 内 市 町 村：6市3町(沼津市､三島市、御殿場市、裾野市、清水町、

長泉町、伊豆の国市、伊豆市、函南町)

○流 域 内 人 口 ：約66万人

○年 平 均 降 水 量：約3,000mm(山間部)、約2,000mm(平野部)

１．事業の概要
１）流域の概要

-1-

位置図

埼玉県
長野県

山梨県

静岡県

神奈川県

東京都

伊豆半島

（H24.2撮影）市街化が進む 田方平野
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年平均降水量の分布図
（平成5～22年 単位：mm）

狩野川流域図

・狩野川流域は静岡県東部に位置し、伊豆半島の中央部を流れる一級河川である。

・上流域の天城山系や支川黄瀬川上流域の富士山麓部では年間降水量が3,000mmを越える多雨地帯である。

・下流域の沼津市、三島市等静岡県東部の主要都市がある。
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狩野川床上浸水対策特別
緊急事業（原木地区）

【四日町排水機場】

狩野川



１．事業の概要
２）原木地区の概要

・原木地区は、田方平野のほぼ中央、狩野川右岸に位置する、旧韮山町の市街地である。

・地区内には、国道１３６号・伊豆箱根鉄道などの重要交通網が通る。
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四日町排水機場

集水区域 ２．３ｋｍ２

原木地区平面図
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伊豆の国市立韮山小学校(伊豆の国市HPより)

韮山駅

原木地区の横断図（Ａ－Ａ‘）

伊豆の国市韮山支所(伊豆の国市HPより)
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国道１３６号線

出典：水害統計

発生年月 発生原因 浸水面積（ｈa） 浸水家屋数（戸）

昭和５７年８月 台風１０号 ８２ １３８ （床上５４）

昭和５７年９月 台風１８号 ２４ １０４ （床上３４）

平成１４年１０月 台風２１号 ０．６２ ４５ （床上４５）

平成１６年１０月 秋雨前線・台風２２号 ２３ １０ （床上 ２）

平成１７年８月 台風１１号 ４．５ １４ （床上 ９）

平成１９年９月 台風９号 ２１ ４２ （床上１８）

平成１６年１０月出水（四日町）

四日町排水機場

１．事業の概要
３）事業完成以前における主要な災害

・昭和５７年災害を契機に内水対策に着手し、平成１２年までに６m3/sのポンプを設置。

・その後も都市化の進展に伴い、平成１４年、平成１６年等、くり返し内水被害が発生。
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平成12年2月
ポンプ6m3/s完成

平成１９年９月出水（四日町）

流域の状況（平成２年） 流域の状況（平成１３年）
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１．事業の概要
４）狩野川床上浸水対策特別緊急事業（原木地区）の概要

事業箇所 ： 四日町排水機場 ｛静岡県伊豆の国市（旧田方郡韮山町）｝

事業期間 ： 平成１６年度～平成２０年度

事業内容 ： 排水機場ポンプ増設（２m3/s増設：６m3/s→８m3/s）

全体事業費 ： 約９億円
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四日町排水機場

(Ｈ２４撮影)
狩野川

国道１３６号

伊豆箱根鉄道

洞川

四日町樋管

至 伊豆
至 三島

至 三島 韮山駅

計画規模 ：昭和５７．９洪水
排水量 ： ８．０m3/s
（増設排水量：２．０m3/s）



１．事業の概要
５）浸水被害の軽減状況
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ポンプ増設事業の効果

増設事
業前①

増設事
業後②

軽減効果

①－②

浸水
面積

15.2ha 0ha 15.2ha

浸水
戸数

36戸 0戸 36戸

・計画対象(昭和57年9月洪水)規模の降雨により想定される氾濫被害は、浸水面積約１５．２ｈａ、浸水戸数３６戸、国道
１３６号、伊豆箱根鉄道などの交通網に及ぶ。

・事業を実施することで、浸水被害は概ね解消されると想定される。

四日町

排水機場

四日町

排水機場

国道136号国道136号

伊豆箱根鉄道伊豆箱根鉄道

韮山駅韮山駅

昭和５７年９月洪水

増設事業実施後 （８m3/s）増設事業実施前 （６m3/s）



２．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
１）費用対効果分析

着手時点
（Ｈ１６）

事後評価時点
（Ｈ２５）

B/C ４．１ ３．２

総便益 ３８億円 ４２億円

総費用 ９．３億円 １３．３億円

・本事業の事業費（約９億円）、事業期間（事業期間平成１６年度～平成２０年度）に変更はない。

・事業全体に要する総費用は、１３.３億円、総便益(B)は４２億円、費用対便益比(B/C)は３．２。

維持管理費：治水施設の維持管理に要する費用

割 引 率：｢社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針｣に

より4.0%とする。

※今回評価基準年：平成25年度

※評価対象事業：計画対象(昭和57年9月洪水)規模の降雨に対する内水対策事業

※実施済の建設費は実績費用を計上

※総便益(B)は整備実施による浸水被害軽減額より算出

総 便 益：評価時点を現在価値化の基準点とし、治水施設の整備期間と治水

（B） 施設の完成から50年間までを評価対象期間にして、年平均被害軽

減期待額を割引率を用いて現在価値化したものの総和

総 費 用：評価時点を現在価値化の基準点とし、治水施設の整備期間と治水

（C） 施設の完成から50年間までを評価対象期間にして、建設費と維持

管理費を割引率を用いて現在価値化したものの総和

建 設 費：治水施設の完成に要する費用

-6-



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成元年

平成11年
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流域の状況（平成１３年）

３．社会情勢等の変化
１）流域の変化

流域の状況（平成２４年）
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四日町排水機場
四日町排水機場

狩野川 狩野川

宅地 その他

四日町地区の人口・世帯数の変化 土地利用の変化

田 畑

・事業着手時と比較して人口や土地利用に現在も大きな変化は無い。

出典：伊豆の国市資料
出典：伊豆の国市資料
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４．事業の効果の発現状況
１）稼働状況

５．事業実施による環境の変化
１）事業実施による環境の変化

・排水機場設置に伴う自然環境への影響は特に認められない。

・施設の稼働に伴う振動・騒音に対する地元住民からの苦情も特にない。
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６．今後の事後評価の必要性

事業完了以降、被害は生じませんでした。また、計画規模の出水に対しても、本事業の実施により、浸水被害の軽
減効果が期待され、事業の有効性は十分見込まれることから、今後の事後評価の必要はないと考えます。

７．改善措置の必要性

事業完了以降、被害は生じませんでした。また、計画規模の出水に対しても、本事業の実施により、浸水被害の軽
減効果が期待され、事業の有効性は十分見込まれることから、今後の事後評価の必要はないと考えます。

・平成２０年度のポンプ増設以降、幸いにも効果を発現するような降雨はなく、被害もない。

・事業の実施により、計画対象である昭和５７年９月洪水と同規模の洪水が発生した場合においても、浸水被害が解消
される。



８．同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

・事業評価手法は妥当と考え、現時点での見直しの必要性はないと考えます。
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９．対応方針（案）

・事業効果の発現状況から、再度の事後評価の必要性はないと考えます。

・事業効果の発現状況から、事後評価制度に基づく改善措置の必要性はないと考
えます。


